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防衛省は、8月31日に概算要求を財務省に
提出し政府内の調整を進めている。政府は、
昨今の日本を取り巻く防衛環境を踏まえ、今
年度末に防衛3文書（「国家安全保障戦略」「防
衛計画の大綱」「中期防衛力整備計画」）を見
直し決定するとともに、これらの文書内容が
来年度政府予算に反映される見込みとなって
いる。一方で、ウクライナ情勢を受けて防衛
産業における経営環境は厳しさを増してお
り、原材料やエネルギーの価格などの高騰が
企業収益を圧迫しつつある。
斯かる状況を踏まえ、10月19日、（一社）
日本経済団体連合会 防衛産業委員会、（一社）
日本防衛装備工業会、（一社）日本造船工業
会及び当会は、4団体連名で浜田防衛大臣宛
に「ウクライナ情勢を受けた防衛関連企業の
事業環境に関する要望書」を提出した。

本書では、代替が困難な生産・技術基盤を
保有する中小企業が市場から撤退するとサプ
ライチェーンが維持できなくなること、防衛
関連企業の資金繰りについては多額の運転資
金の確保ならびに効率的な資金調達（金利や
手数料の負担軽減等）が課題であること、ま
た、物流の停滞や半導体の不足に伴って装備
品の製造に係る部品等の確保が困難になり防
衛省への納入が遅延する恐れがあること、な
どから令和4年度においても令和3年度と同様
の施策をより柔軟かつ効果的に講じること、
を要望した。
これらの措置により、防衛関連企業の事業
環境の強化、ひいては防衛技術・生産基盤の
維持・強化に寄与することが期待される。

ウクライナ情勢を受けた防衛関連企業の
事業環境に関する要望書を提出

〔（一社）日本航空宇宙工業会　業務部長　杉原　康二〕
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